
振興設備 ・店舗等（建築基準法でいう増・改築等及び建物の賃借に要
する敷金、権利金、保証金等とする。）〔特利}又は特利}－0•15％〕
・配送用車両
・冷凍設備
・アイスクラッシャー
・電気鋸
・情報近代化設備（コンピューター、コンピューターに接続
する周辺機器、ソフトウエア及び電子商取引関連設備等を
いう。）
・防犯設備
・ＡＥＤ（自動体外除細動器）

組合
振興設備〔特利}〕 ・共同情報近代化設備（共同デビットカード関連機器を含

む。）

※特利|＝基準利率－0•65％ 特利}＝基準利率－0•9％
金利については、財投金利を元に毎月改定されます。
※基準利率2•25％（平成23年１月17日現在）
（別表２）氷雪販売業に係る融資の概要（平成23年４月１日現在）

貸付条件等 会 社 及 び 個 人

貸付対象 振興計画認定組合の組合員

貸付限度額 ・設備資金 １億5¶000万円
・運転資金 5¶700万円（設備資金と別枠）

貸付使途 ・設備資金
（貸付利率） 衛生設備（特利}）：一般貸付と共通

省エネルギー設備（特利|、}）：一般貸付と共通
振興事業特定施設（特利}又は特利}－0•15％）
その他の設備（基準利率）

・運転資金
営業振興運転資金（基準利率、基準利率－0•15％）

貸付期間 ・設備資金：原則18年以内
・運転資金：５年以内（特に必要な場合７年以内）

担保・保証人 ・担保：必要に応じて徴する。
・保証人：原則１名以上

貸付条件等 組 合 等

貸付対象 ・振興計画の認定を受けている生活衛生同業組合及び同小組合
・厚生労働大臣が振興指針を告示した業種に係る生活衛生同業組合連合会

貸付限度額 〇生活衛生同業組合
・設備資金及び共同購入運転資金：２億1¶600万円
・営業振興運転資金：4¶000万円
・振興事業運転資金：9¶000万円

三 適 性 診 断 の 名 称 、 対 象 及 び 内 容

名 称 対 象

内 容

共 通 事 項 個 別 事 項

特 定 診 断 Ò 死 者 又 は 重 傷 者 （ 自 動 車 損

害 賠 償 保 障 法 施 行 令 （ 昭 和

三 十 年 政 令 第 二 百 八 十 六

号 ） 第 五 条 第 二 号 又 は 第 三

号 に 掲 げ る 傷 害 を 受 け た 者

を い う 。 ） を 生 じ た 交 通 事 故

を 引 き 起 こ し 、 か つ 、 当 該

事 故 前 の 一 年 間 に 交 通 事 故

を 引 き 起 こ し た こ と が な い

者 及 び 軽 傷 者 （ 同 条 第 四 号

に 掲 げ る 傷 害 を 受 け た 者 を

い う 。 ） を 生 じ た 交 通 事 故 を

引 き 起 こ し 、 か つ 、 当 該 事

故 前 の 三 年 間 に 交 通 事 故 を

引 き 起 こ し た こ と が あ る 者

{ 心 理 テ ス ト に よ る 診

断

受 診 者 か ら 交 通 事 故 を 引 き

起 こ し た と き の 状 況 に つ い

て 聞 き 取 り を 行 い 、 第 三 欄

の 診 断 の 結 果 を 踏 ま え 、 交

通 事 故 を 引 き 起 こ す に 至 っ

た 当 該 受 診 者 の 運 転 特 性 上

の 要 因 を 認 識 さ せ る と と も

に 、 交 通 事 故 を 引 き 起 こ し

て い な い 優 良 な 運 転 者 の 運

転 特 性 等 を 参 考 と し て 、 交

通 事 故 の 再 発 防 止 の た め に

必 要 な 運 転 行 動 の 改 善 に 関

す る 助 言 及 び 指 導 を 行 う 。

・ 性 格 、 運 転 態 度 及

び 危 険 感 受 性 に 関 す

る 基 本 的 診 断

・ 認 知 、 判 断 及 び 動

作 の タ イ ミ ン グ 、 動

作 の 正 確 さ 、 動 作 の

円 滑 さ

| 視 覚 機 能 の 診 断

〇同小組合
・設備資金及び共同購入運転資金：8¶000万円
・営業振興運転資金、振興事業運転資金：4¶000万円
〇同連合会
・営業振興運転資金：4¶000万円
・振興事業運転資金：9¶000万円

貸付使途 〇設備資金
（貸付利率） 生活衛生関係営業を営む場合：「会社及び個人」に同じ。

上記以外の組合事業（生活衛生同業組合連合会を除く。）
・共同利用設備資金（基準利率、特利}）：共同情報近代化設備、共同大
冷蔵庫等
・研究設備資金（基準利率）：一般貸付に同じ

〇運転資金
生活衛生関係営業を営む場合：「会社及び個人」に同じ。
上記以外の組合事業
・共同購入運転資金（基準利率）：一般貸付に同じ。
・振興事業運転資金（基準利率）：認定を受けた振興計画に基づく振興事
業を実施するために必要な資金及び生活衛生同業組合連合会が振興指針
に係る指導事業を行うために要する資金

貸付期間 「会社及び個人」に同じ。ただし共同購入運転資金は５年以内

担保・保証人 「会社及び個人」に同じ。
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〇 国 土 交 通 省 告 示 第 二 百 六 十 七 号

旅 客 自 動 車 運 送 事 業 運 輸 規 則 （ 昭 和 三 十 一 年 運 輸 省 令 第 四 十 四 号 ） 第 三 十 八 条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ

く 適 性 診 断 を 平 成 二 十 三 年 三 月 一 日 に 次 の と お り 認 定 し た の で 、 同 条 第 五 項 の 規 定 に 基 づ き 告 示 す る 。

平 成 二 十 三 年 三 月 十 六 日 国 土 交 通 大 臣 大 畠 章 宏

一 適 性 診 断 を 実 施 す る 者 の 名 称

株 式 会 社 お ん が 自 動 車 学 校

二 主 た る 事 務 所 の 所 在 地

福 岡 県 遠 賀 郡 遠 賀 町 大 字 今 古 賀 新 川 八 十 一 番 地 の 五

™
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